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企業の想定為替レート

為替で大きな影響を受ける自動車産業の2024年3月

期想定対ドルレートは、中間決算発表段階で140～141

円となっています。トヨタでは、1円の変動が営業利益に

500億円、日産では120億円の増減をもたらすとして

います。他産業では、135～145円の想定が多く、23年

度初めの想定よりも10円前後円安ドル高との見方が中

心です。対ユーロは150～155円水準です。

(グラフ資料)各社中間決算、日本銀行「外国為替」等より作成。
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日本政策総研代表取締役社長
宮脇 淳

日銀金融政策転換1-3月目途

12/18-19の日銀会合では、超緩和政策に変更なしと

なりました。植田総裁の「年末・年始チャレンジ」発言を受

けた為替相場へのインパクト、政府自民党の政治資金問

題による揺れ等を勘案した結果です。長い低・マイナス金

利時代の後、如何に良い出口をつくるか大きな課題であ

り、良い出口のカギは家計が金利上昇をどう受け止める

かにあります。1-3月は、春闘賃上げ議論と絡みつつ、日

銀が政策転換を模索する重要な時期に入ります。

(グラフ資料)日本銀行統計より作成。

AI・DXは第4次産業革命。

AI、DXは、蒸気機関による第1次産業革命と並んで第

4次産業革命と呼ばれます。第2次は石油、第3次はデジ

タル化です。日本では、今、デジタル化とAI等の第3次・

第4次が同時並行で進んでいます。2000年代に入り、

主要国ではデジタル化が進みましたが、日本では企業の

付加価値を見ても横ばいが続き、新たな経済を生み出す

デジタル化の取組みが大きく遅れたことが分かります。

(資料) 財務省「法人企業統計」
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